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被災市街地における住宅再建の笑態分析

灘区南東地区町ケーススタディを通じてー

HOUSING RECONSTRUCTION  IN THE  DISASTER AREA 

-Case of回 utheastNada of Kobe stricken 

by the great Hanshin-Awaji earthquake 

平 山 洋介ぺ 木山幸介H

Yo訓 keHIRAYAMA and Kosuke KIYAMA 

Discu騎吋 inIhe following papeJ is the proce話 of bo出".時四凶lruclionin Ihe Soulh巴副 Nadao( Kobe， one of disastcr 
areas heavily damaged by tbe Great Hanshin-Awaji Eartbquake. It is pointed OUI Ibal tbere Slill remain many vacant 

100s where housing cons師 団ionfac輔副，，~曲喝tad同 and tbat thc composilion of h∞sing lype in the neigbborh∞d is in 
thc proc凶 sof profl刷 ndcbange. There on one band is draslic dec問asein muhi-family b曲 singunits of wood slruclure 

for low income people， and on Ihe other hand it sbould be noted that many buildings of non-wood multi-family housing 

for the upper income wcre newl)'田nstrucled

K<戸川orcb:Ha尉hin-AwajiGr回tEar防相ake，Disastu Area， Ho凶 iltgRe印刷ruclWR
阪神掛措大震JR，I!tJR市街地住宅再'11

'はじめに 分衡は住宅復興の方向笠を検討するために不可欠である.2宵2は、

本摘は、阪神淡路大震災の恨事を受けた市街地における住宅復 住宅再建の進捗についての観察である.時閣の経過につれて道展す

興のあり方を追求するための基礎作撲とレて、住宅再建のプロセス る計画の倹匿を行うために、再建の状況を追跡していく必要がある.

を;a跡し、その実態を明りかにしようとするものである。神戸市 第3は、住宅再建の内容に関する分析である。新たに趨袋される佳

灘区南東地区を対象として笑絡したケーススタディの結果を周いて 宅は震災以前とは典江る内容を有している可能性iJ~:惣定され、それ

考察を行う. が住宅ストヴクの全体的は嶋成に与える影警について分析を行う必

伸戸市の市街地では、金様、学鳩戸建設が少なくとも6万ヌ四戸、 要がある.

4万筑間戸、ストヲクの総戸敏に対する比率が 23.5%、16.5~に 住宅再建に閲速するこれまでの調査研究位、住宅被沓の分析.住

z，u住宅被害与が発生した".これに対しで、住宅復興を促すための 宅再鎗の進捗を主題化したものが中むである.多くの地区を対象と

計画が立架され、 多数のプログラムが実飽されてきた."明 年7舟 したケーススタディが重ねられ、そのいっそヲの充実が期待されて

に 「神戸市厳災復興住宅緊急3か年計画Jが策定され、 1996年7月 いる".これに並行して、続たに注築される住宅の内容に閲する測

にはその修正"ヘースとした 「神戸のすまい復興プランJが開始さ 査研究の必要が高まっているとみりれる。震災によって多数の住宅

れた.これに続いて 】998年3月からは、復興縮策と 般施策の双方 が滅失し、 その再建は依然として進展の途上にあるとしても、震災

の性質を合わせもつ 「神戸市住宅3か年計画Jが実施されている. 以後に多くの住宅が建築されたことは務実である.ニの新しい住宅

このようは一過の計画について検証を行い、住宅復興の方向性を腐 は被災市街地のストックを変容に場く可能性を有しており、その方

望するために必要とされる基俗的芯作集。一つは、彼災市街地に志 向性についての銀察が求められる.

ゆる住宅再建の実態的な把鑑であろう. 本届では、 @住宅敏容の実態を鍵えたうえで、②住宅再建の進捗

この伎宅再建をめぐる主要拡鵠削ふ鍵災の発生を忽点とする時 伏況に関する分衡を行い、 ③麟たに温策容れた住宅がスト ックの締

腿の権移に応じて、次のよう伝段階に従勺て重層的に修行するもの 成に及ぼすlIi響を明らかにする.住宅再建の実態の 鴻を重照的に

と考えられる.第 1に、住宅彼替の把鍋が必裂とされる。その災悠 ;a跡するところに主眼がある.調査対銃の撮区南東地区1;、図 lに
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-・・・・ ~・・a 伺川
区峨.

圃1轟E南東地区の位置

3・1政治風住の編成比と金事a・
(..顛型〉
一戸建 2凹3 (52.3叫 (1凹 O弛} 1307 (59.3則

長木屋造共同
153 (4開〉何回。‘) 122 (79.7則
225 (5開)(1田 O且) 202 (89.8紛

非木造共同 352 (9.2叫 (1曲叫) 89 (25.3覧)
併用住宅 405 (10.剖)(1曲 0"， 261 (64.4則
非住宅 303 打開)(1曲 0%) 125 (41.3'制
駐車繍 256 (6.7冒)(1叩 0%)

4針そ〈0敷のd地他未面満不積明} 

132 (3.4"> (1曲 0%) 96 (72.7冒)
3829 (1∞師〉什阻削} 2202 (57.5則

517 (13，S%) (1凹倒) 369 (71.4則
40rri-60m'未調 958 (25.0'首)(1回0%) 615 (64.2官)

60M~81曲0mm.来.未演2 690 (18師)(1阻酬) 447 (64.8制
80ni.... 溝 360 (9.4") (1∞四) 209 (58.1官)
100m''''' 150m来溝 512 (13.4") (1岡田) 271 (52昔前
150m'以上 792 (20.7") (1田 O冒) 291 (36.7鴨)
11 3829 (1佃，叫)000.0百) 2202 (57.5") 
〈後遭状況〉
4m未満 1002 (26，2叫 [1曲師) 679 (67.8幼

4m~68mm未来調
6m- 満

783 〈〈204叫〉 [1田 0%)
1119 (29.2也 [1∞D叫

412 (52.6 制首}
659 (58，9 

8m以上 3982259 0〈2叩4倒2叫〉({1，国凹叫情}} 452 (48.9'0 
11 2202 (57.5‘} 

島と付属屋、複倣僚の共同住宅地伝ど、明りかに同ーの般地と4判断

される縫合怯この限りではない.I民地i兎界、敷地面積、Ili沼状況寄与

は、厳密には個定資産税台帳等をもとに計測すべきであるが、 資料

入手の困難段、作業量の問題江どか旬、 112>聞の地形園、佳宅地図

を用いて計測し、拠地硲歪にようてこれを緬正している.

ζの目復調筆"1陸続中であるが、ここでは震災発生かり3年自の

1998年1月までの実態を報告する・3.時系列の観察としては、 6ヵ

月間隔のデータを使用する・'.

2 住宅.奮の実砲

灘区南京地区の敷地訟は382.である.その属性をみてお〈と、.，
Iに示すように、従前建築頒型では住宅系が大半を占めている.専

用住宅が71.496、併用住宅が 10.6%を占め、合わせて8創を組える.

専用住宅ではー戸建が 52.3%と比畝が高く、それ以外に非木造共同

(9.2 %)、 木造共同 (59%)、長11(4.0 %)司与が混在している.敵

地面積は曲目ず朱満が 38596、聞 が来測が56.5%であり、狭小般地

の比率が高い.俊道状況で114m朱測の俊道不良の敷地が 26.2%を

占めている.全体として、 ζの地区では一戸建住宅を中心として多

縫な類型が混在する住宅系の市街地が形庇され、験地の授小位、 俊

道不良等の問題が存在しているといえる'」

銭災による彼書状況をみると、全般地における全半'''$は 57.596 

に逮し、後容がきわめて大きいことが確恕される.注章を更するの

は、震災のIi・は地区の中に 織に生じているのではなく、 取地の

属性に応じた明確伝絡妥を示していることである。従前i星第類型で

は長属、木造共同において全半1l1llは突出して高く、 79.7%、89.8

%に及ふ、.これりの住宅ストックはいわば会議した吠惣にある.こ

の地区の主旅を占めるー戸建においてむ全半""匹は 59.396と高〈、

後警は非常に大きい圃感地面積と金半期おは明快な相関関係があり、

'陸地が小さくなるほど大きな敏曹が発生している。象地面積 B初 rrf

以上では金学繍1Ilは 36，7%であるのに比ぺ、40-60 rrrで1;164.2%、
4Om'禾湖では7L4%と江っている.1I進状況では4m朱欄の敷地に

おいて後書が大きく、全半場事1;1:67.8 %を示している.これりのtま

から、健司".全体的に大きく、はかでも畳屋、 木造共同、 一戸燈で

あった監地、あるいは換小、線道不良'"の問題をともなう監地にお

示すように、 JR線、国道暗号縁、石屋川、銅賞川のインフラに図 いて洩滅的な状思が生じているといえる園長屋、木造共同等の住宅

まれ内榔市計画事象がもた定された部分を除いた 77.7haのエリアであ は建設年次が省〈、老符が進んでいることが全半様車を高めるー因

る".この地区はとくに大規模な住宅被轡iJ'先生したエリアとして に怠っているとみりれるヘ敷地面積、娘道状況等の指仰はそれ自

位置づけりれる.金閣戸数がストック総戸舷に占める比率"、混巨 体が全半11$'ζ修腎すると iれ 、え拡も 、. ~小、 後退不良の敵地では

市街地では26.6%であり、 ζれは神戸市市街胞の23.596に近い数値 敏書が強く現れる属性の住宅が多く存在していたと考えりれる.

である。しかし、 温区南東地区では 40.6%に及び、住宅後容がきわ

めて大きくなっている 3 住宅再建の温惨..況

調会は対象地区の変容失態を歎地単位の目悦観察によって迫跡し では、このよ うに強く彼ヨ与をうけた市街地におも、て、住宅再建は

たものである.由まず地震直後の 』卯5筆記1月末にt章第物の彼等状況 どのように逝慶してきたのか.'il2は、 19¥15年7月かり 1998年1

を錠えた“。②これに続いて、その後の息地の変化を定期的に観察 月までの期間における金聖地の状況の変化を示した基礎的なデータ

してきている.従前纏貨の解体、修織等の状況、新築される通貨の である.析しい湿貨物については、調盃時点において稽ヱされてい

閤途、建て方、 権造、棟数、戸数等が主江観察項目である.0>また、 るものを力ウントに含めている.これによれば、 1995年7月時点で

般地の基礎的な属性を明りかにするために、従前建築の周浴、lI!て は「解体後政置Jの敷地が47.0%に及び、市街地カ旬、わぱ・原っぱ町

方、 構造、機数、 戸数の把飽、敷地面積と後遺状況の計測を行勺て 化していたことが分かる。そこかり恒久建築が増えはじめ、 「解体後

いる.ニこでは、原則的に震災以前に i領の旭築物があ勺た包囲を 恒久建築Jは 1995年7月の1.1%に剣して、""年 i月1;(13.2%、

1敷地としている.複数の棟で偶成されている場合であっても、母 1996 if. 7月は25.0%と着実に比到院を伸ばし、震災かり2年自の 1997
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これらの従前建策煩型、敷地面積、 j食道状況などの指標は、住宅

再建の絡差に影署する要因を示唆していると考えられる.敏地面積、

後退状況はどは聖地の空間的は条件をgをしている.袋小、後iIi不良

の舷網島では従前建築が既存不通絡であったケースが多いと地察され、

続たな住宅の建築が厳し〈な今ていると考えりれる.従前趨E高R詩型

は'民地の指利関係、土地所有者の資金カ等の問題に関わ今ていると

み切れる.長屋、併用住宅であ勺た敷地におりる再建の遅れは111:利

関係の復維性の問題に閲逃しているケースがあり、水温量終同の"地

では土地所有者の高齢化等により、 資金力が低〈、再建愈欲がl!J、

場合があるものと推測される.

しかし、 ζ うした指僚だゅでは格差の要因の説明は困錐であり、

録地ごとに個別的主状況が存復していると考えりれる.後退状OI.に

よる再建率の差異i左大きいとはいえ江も、・ '陸地面般に聞しては、面

舗が大きい 80-100rずにおいても同盗事が低い水噂にあり、側関関

係は蝋純ではない.現実には、敏胞の笠間条件、梅利関係、彼災者

の資金力、 土地所有者の資金力と土地利用の窓向等の多彩な因子が

彼維に絡み合い、住宅周辺の溢捗が縦走されていると考え勺れる.

以上田分析かり、 一方において、住宅再建が道妙してきた災態を

指摘することができる.t量久建策が柵えてきたことは事楽である.

NII-Electronic LibrarγService 

- 207 

年(Jlでは 32.4%と江っている.しかし、ニれ以降における 「解体

後恒久迩築jは比準の伸びが停滞した状i1Iを示しているo 1997年7

月における 「解体後極タi霊祭」は 36.5%、震災会、勺 3年自の 1998

年1月では 38.3%である.r解体後恒久漣襲Jの再建はー段湾ずる
伏思に入っているとみりれる.t重久迎賓は 「解体後恒久建築j以外

に 「従前i星第+恒久建築H悶駐車場+恒久建築HI日駐車揖から恒

久津策JによってE現れている.しかし、 これりの比率は小さいo1998 

年 ( ~時点において 1561 の敷地に恒久也鋳が新たに建設されてお

り、そのうち 「解体後恒久建築Jが94.0~と大学を占めている.

19"年1月までに金量地の 58.2%において雄築物の解体が行われ

ている.この解体敷地の変化の過程を図2に示した.r解体後恒久追
鼻Jは磁実に相加しているが、 よ配のように、震災後2年目の 』開7

年i月以院では比率の伸びが純勺ている.震災後3年自の 198B年 1

月時点において 「解体後包久辺製Jは“，"と豹3分の2である.

それ以外の約3分の lの敷地は恒久建築の再建には至っていなι、
「解体後肢I1:Jの敷地が依然として存在し、 19.2%と約2割を占め
ている.

解体敷地において恒久建築が再旭された比事の変化を敷地の属性

別に裂したものが図 3である.このデータは住宅再建の進展が般地

の脇佳に応じた絡愛をとも伝っていることそ示している.従前建築

鏑却では長慮、木造共問、併用住宅であうた象地において符建の遅

れがaめりれるo 1998年1月時点において、ー戸建でめった懸絶で
は恒久i霊祭が現れた比$は 70.3%であるのに比べ、長且は ω3"、
木造共同は62.5%、併用住宅は55.6%である.敵地面般については、

40 m'朱測の建立地において再旭の遮れがみられ、後退状況で1;'4 m朱

摘の般地におレて恒久l!!震の出観が相対的に少なL、。上遥抽ように、

長且、木造共同、あるいは狭小、俊道不良の聖地では震災の被沓が

大きい.そこでは住宅再強に向けた動きが遮れている二とが分かる.
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しかし、他方において、 依然として樗建に歪勺ない多数の敷地が妓

存し、住宅問l!の進行がすでに修滑に転じている状況に注目してお

〈必要がある.

住宅1'l繕が停滞しはじめた要因としては、次の3点が推察される，

第"こ、 “原今ぱ嗣のままでIJ!存している敷地は、より凶難な伺却を

有しているケースの比盤が榊えていると考えられる.換言すれば、

再建が可能な敵地については、すでに何ら念、の対処がなされている

とみりれる.第2に、 神戸市全滅における住宅需給のマクロな状況

を考慮に入れておく必要があるe神戸市の調べによれば、震災によ

勺て蟻失した伎宅は総計7万 9283戸である.これに対して、1995

年2月から 1998年1月までの住宅着工の累積戸数は 11万7125戸に

及'!:o誠失戸数を大絡によ図る戸数の伎宅がすでに着工されている.

この住宅着工は彼災者の需要に適合したものとは限りない・2. しか

し、マクロ低レベルにおいて住宅供般は量的に過劇傾向にあり、そ

のことが市街地の住宅再建を停滑に場〈 固と怠っていると推蛤さ

れる.第3に、固定資産&.tJ市計画授の特例措置は住宅再緯の動

向に修・を与える.通常の111&1ま朱利用敵地に対して重く、何らか

の土櫓利用を促渇するよヲに機能する.しかし、被災市街地では解

体された来事IJIJII陸地であっても、住宅として利用されている般地と

同織の鋭いがなされ、固定資産視は通常の未利用数地の6分の L

m市計画悦は3分の lへの減額鎗置が適用される。この特例はI!JI
で笈四年まで延長されるζとが決定されてレる.このため、少なく

とも現時点では、脱制上の動機による怨襲行為ほ抑制されている.

ζれに関連して、駐取締の動向を悶4に示した。従前に駐車様で

あった般地がそのまま駐ul織として利用されるケースは減少してき

てレる.しかし、新たに駐車栂として使用される敷地が吻えている
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ことが分かる. 駐車場の般地総数は 19" 年 7 月の 2田から 199~ 年

1月の，.，へと顕著に榊加し、I!<地面積の総計は5万9130nfかり5

万4272m'へと若干の縮小となっている。小さな敷地の肢111場の殺が

憎えているといえる.この多くは“原っば"の暫定的な利用として

の性質をも勺ていると考えりれる.

この自制調査は震災以前の愈地境界をペースとしたものである.

しかし、震災以後における市街地の変容を通じて、 監地は綾合ある

いは分割が行われ、その境界自体が変化する.図5は、この点をみ

たものである.全体として、金量地の曲，"は境界に変化がなく、

そのままで存縦しているが、 17.4%では般地の線合がなされている.

と〈に従前に畳屋であった般地、木造共同であった駁鳩、00"'宋摘
の授IJ¥'.II陸地において縫合の比率が高〈、それぞれ36.8%、26.1~、

28.6 %と伝ヮている.Heのよヲに、これりの属性の敷地では再建

が遅れている状態があり、そうしたa陸地の鎗合が逮んできたζとが
分かる.取地の分割は金体の 2.4%であり、非常に少ない.

4 住宅ストッタの変容

住宅再趨のプロセスは彼災巾街地におりる住宅ス卜ックの構成に

対して彫'を及ぼす.目拠調査の結果は、新たに建築された住宅は

従前のスト ックを再現するのではなく、それとはきわだって異なる

ストックを形成するように作用していることを示している。

この点を分析するために、 1998$ 1月時点における解体建築と新

規建築の比般を行う. ζの崎点までに解体された鐙築、完工したiJl

解体量量
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-衛網建築

園7鍋体.農左衛組.箆の極貧頭型(l99U手" ，戸敏}

!I!を 「解体建策J、「筋線建袋Jとして定麗している。図6は解体建

策と斜線建築の建築頬型を様数ベースで比鮫したものである.まず、

解体建策と新規建掲の"'数を比べると、解体建築は 2140様であるの

に比ぺ、続縦U!E'1mot車とな qている.震J<発生から3年聞が経
過した時点において、現降線建築は解体建築の 63.1%の棟数にとどま

り、従前の線灘は依然として回復してい江い.次に、両者の建築局面

型の偶成が拠忽 qている点に注意してお〈必要がある.解体1I!;貨と

新鋭1I!!慢の双方において 戸建が主流になっている点に変わりはは

い.しかし、島屋、木造共同ゆ激減、非木造共同の地加等の傾向が

明備に綴れている.長屋、木造共同は解体建築では 125棟、 2071撃

であったのに対し、fIi別建築では6棟、 7僚であり、この池築額型

の再建は皆無に近い扶悠に匂っている。長屋と木造共同を合わせる

と、解体越策では，， "を占めていたのに比べ、新規鐙策では 1%に

梢たない.非木造共同は解体撞援の 79棟に対して新線路築では }ω
繍と2倍以上のゆ加である.1主祭納型の中で繊数が地加しているの

は非木造共同のみである.解体建築では 4%を占めていた非木造共

209ー
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同は、新規建築では 12%となっている@

同縫の作業を戸数ベースで行ったものが図?である。解体建築と

新規建築の総戸数をみると、それぞれ 4214戸、 3055戸である。新

規建築の戸数は解体建築の 72.4%であり、 従前の戸数の回復には亙

っていない。上記のよヲに、 線数ベ スでは解体建築に対する新規

建築の比率は臼 1%で8らり、これに比べれば、戸数ベースの比率は

高くなっている。これは非木造共同の増加を反映したものである。

解体建築と新規建築における建築額塑の栂成を比鮫すると、両者の

差拠の内容が長屋、木造共同、非木造共同等の集合住宅に関係する

部分が大きいことから、線数ペースにおいて観察された傾向は戸数

ペースではいっそう顕著に現れている.長展、木造共同は、解体建

築では 514戸、 1061戸であったのに対して、銃規建築では!4戸、 25

戸にまで激減している。畏毘と木造共同を合わせると、解体建築で

は37%を占め、住宅ストックの主要な要策の一つであったといえるa

しかし、新規建築では1.3%であり、ほとんど存在しないに等しい。

長屋、木造共闘の住宅は、その類型自体が禍減に向かっているとみ

りれる。非木造共伺は解体建築の 818戸に比べて続規建築では 2倍

以上の J72J戸に及ぶ。解体建築における非木造共同の比率は 20%

Cあったのに対し、続規建築では 56%と過半数を占めるに至ってい

る.解体鎗築において戸数が最も多い建築頒裂はー戸渥でめ勺た.

新規建築では非木造共同の戸数が級も多くなっている。これわの点

かbみて、被災市街地の濯区南策地区では、住宅再建のプロセスを

通じて、住宅ストックの偶成に大きな変化が生じているといえよフ.

図8-9は、 199喝王手 1月時"において新線建築が完工している敷

210 

地に閲して、歩庄の建築類裂の棟建設と戸数の4脅威比を従前建築類型

!'Jに示したらのである.これによって、建築額裂の相互間における

修行関係をみるこえとができる。線数ペースでみると、併前にーー戸経

であった敷地では、現在の建築類型においても一戸建が多〈、阻7

%を占めているa 長屋、木造共同であった敷地は、長屋、木造共同

として再建されるケースは皆無に近も、。 戸躍が 69.8%、 63.4%、

非木造共同が25.6%， 24.7 %となっており、建築綴型の移行が進ん

でいるといえる固従前がi隻屋、木造共同の般地は金半渇皐がとくに

高く、再建が遅れている実態が認めりれ、再怨されるときは 戸建、

非木途共同への移行北町与されている。非木造共同であった敷地は、

現在の遊築鎖聖は戸建てが40.0%、非木造共同がおか%とむヮて

おり、非木造共同として再建されるとは限ら江いことが分かる。非

木造共同の櫓加傾向は、その建築類型の再建だけではなく、他の建

築類型からの穆行によって促進されているといえる。次に、 戸数ペ

ースのデータそみると、機敏ベースのデータに比べて、現在の建築

鎖型における非木造共同唱比率が高く現れている.建築頒型聞の移

行として、非木造共同hの移行が主流を占めている実態がみりれる。

現在の建築額型における非木造共同の比事は、 戸建であった敷地

では 33.5%を占め、長屋、木造共同では 82.0%、75.1%に達してい

る。

5 鎗樋

被災市街地における住宅復興のあり方を追求するには、そのため

の基健作業として、現実に進行している住宅再建の実態を退跡的に

明bかにする必製がある.本摘では、この課題への寄与を意図して

灘区南東地区を対象とするケーススタディを行い、住宅後容の実態、

住宅再建の進妙、住宅ストックの変容について分析を加えてきた。

本格の結論として、以下4点を倦摘しておきたい i・3.
①調査対象地区は住宅被害がとくに強く現れているエリアである。

この住宅彼容は地区のやに均質に生じているのではなく、'陸地の属

性に応じて明確な絡差を示している。従前建築類型が長屋、木造共

同、一戸建の住宅であった敷地、あるいは狭小、娘道不良の験地に

おいて住宅後書がとくに大きL、。

②震見以後に住宅再建が甥突に謹んできたことは家安である園し

かし、震災発生かり2年目以降では再建の進捗は停浴に転じ、依然

として“原ゥば"の陵地が残存している EI3. 震;足後 3'手自の 1998

年1月時点において、新規建築の線数、戸搬は解体建築に比ぺて少

なく、従前の住宅ストックは量的信回復には重ってL、なb、。小規綾

な駐車総として転用される敷地が滑えており、ニれは 句原っば"の

指定的な利用形態と考えりれる。

③住宅再建のプロセスを通じて、住宅ストックの構成には大きな

変化が生じている。解体k霊祭では主妥な要黛のーつであった長屋、

木造共同は、断規建築では傍録に近い。この住宅の類型自体が消滅

に向か勺ていると考えわれる。これに代わって榊加したのは非木造

共同である.解体迦策では一戸建の戸数が量も多くなっていたのに

比べ、新規鍾援では非木造共同の戸数が最も多く、過半数を占めて

L 、る.

@このよフな住宅ストックの変化は、地区における住民梅成の変

化をもたらしていると縫君主される。長屋、木造共同の住宅は激減し

ており、この傾向は低所得者向けのストックの滅少を意河来している
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と考え切れる.新たに槽加している非木造共同の住宅は、震災以前 qていることが分かる。

とは異な勺た属性め住民に対応している可能性が想定される.今後 11) 現時点において句原。11"の叡湖底は、空間的条件、資金カ、織

の研究標題のーっとして、住宅再旭の実態を住民機成の変化に関係 利関係省与の問題が復鎌に絡み、その状況は個別性そ強めていると考

づけて鍵える必要が指摘される. えられる.この点についての僻細江綱釜 分析が必要とされる時期

本摘において級った問題が、阪神 淡附大震災の彼容を受けた市 を越えているとみりれる.

街地に悶有の主題であることは穫後である。しかし、こ ζで示した

住宅ストックの変容実態は、他都市に相、て緩慢に進行している変 u醐阿川 9U':械金風 l醐辱8112111剛山山

化を、いおば.先取り関して表到している側面があるように恩われ

る.その:E味でI~、後主市街白血の住宅再遣をめぐる問題は、より普

遍的伝探題に線近するための衝材としての性絡をも有しているとみ

りれる.

〈補注〉

1 ) 震災復興都市づくり特別委員会の敏災度判定調査、指市住宅学

会等の集計作業による.

2) ケーススタディを集約して収録したものとして、兵庫県 (財)21

世紀ひaヲご創造協会、衡の復興カルテ、 B開?、震災復興締市づく

り特別委員会、震災都市復興の 1等、 1.96等がある.

3) 梅市計回師事環の区械は住宅再纏の条件かまった〈異江るため、

調査対Io!から除外している.

.) 彼轡状況の杷鍵は前鎚 1)の震且復興都市づく り特別委員会によ

る被災度判定問査に噂じてし、る.判定方法の静細については同委員

会、被民li別総物分布状況図袋、 1995を.照10

s) I毎回までの調査結果の分析として、平山洋介武図宏今官

僚二 被災市街地の住宅再建プロセスーー阪神淡路大震災におけ

る凋区南東地区のケーススタディ.偲市計画酋文集、 No.J1、

pp.8田 810、1996、及び平山洋介 木11J$介 通区南東地区、術の

復興カルテ、兵服県 〈財>21世紀o.うご創造協会、pp.I09-i31、J.97
をすでに線告している.

6l 日制嗣査は、 1995年6月に削除し.96:1i手3月までは月 1閥、 96

年3月以降は2ヵ月に l回、 97S手7月山降1;1:6カ月に 1回の鎖lJtで

その後の変化を調べてきている.この削査結果のすべてを使用する

と煩維に過ぎるので、ここでは6カ月附闘のデータを周いている.

7l前畑 J)をもとに 戸港、愛理、共同低層、共同中高層の戸数比

封怖をみると、神戸市市街地は 29.8%、 13396、12.2%、 44.7%、 !I

E市街地1;1:27.8 %、10.790、13.80・、 4I.7句、議区南京地区はお6

.，、6.7句、 12.1%、55.6%とは勺てい芸.灘区南京地区は、神戸市

市m地、 a・区市街地に比べて、共同中高腐の比率が少し高〈伝って
いるが、全体的に鎖似しでおり、典射性が忽めりれる白

8) 199~ 作の住宅統計調資によれば、神戸市におレて 1.7<1 年まで

にll!!liされた住宅戸数のスト ック総戸数に対する比率"、 平幼で"

32.4 %であるのに比べ、木遣 防火木趨の!l且住宅、共同住宅では

“ 6 0"、 64.9 ~である.

.)平山洋介 住宅復興のプロセスとその意味、大震災2年半 住

宅復興の級制、日本建築学会建築島務委員会、押.1-26.1997等を.

照。

。0)以下の桔箇ほ、準区南東地区のケーススタディを通じて明りか
になった点に限定して述ぺているaしかし、前倒2)等を参鮒すると、

ニの地区に現れている設慮、-'i!/共同の激減、非木造共同の増加専

の傾旬"神戸市の市街地ヲ腹部において一般的に観察される吸象にむ

21I 

NII-Electronic LibrarγService 


